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基本計画（第５次）案の主な変更内容について 

 

 

番

号 
章 

項

目 
頁 最終案 中間案 備考 

１ 

第

２

章 

第

１

節

５ 

P 

5 

５ ＳＤＧｓ達成に向けた取組の広がり 

2015 年９月に国連で採択された       「持

続可能な開発目標」（Sustainable Development Goals 

= ＳＤＧｓ）は，全世界の共通課題である，貧困や不平

等・格差，テロや紛争，気候変動など様々な課題を2030

年までに解決し，「誰一人     取り残さない」世界の

実現を目指すために，１７のゴール，１６９のターゲッ

ト，２３２の指標を設定しています。 

（略） 

５ ＳＤＧｓ達成に向けた取組の広がり 

 2015 年９月に国連で採択され，世界が合意した「持

続可能な開発目標」（Sustainable Development Goals 

= ＳＤＧｓ）は，全世界の共通課題である，貧困や不平

等・格差，テロや紛争，気候変動など様々な課題を 2030

年度までに解決し，「誰一人として取り残さない」世界の

実現を目指すために，１７のゴール，１６９のターゲッ 

ト       を設定しています。 

（略） 

※SDGｓの説明

を修正 

 

 

※「２３２の指標」

を文中に追加 

２ 

第

２

章 

第

２

節

２ 

P 

12 

■認定（特例認定）ＮＰＯ法人について 

県内の認定ＮＰＯ法人※３数は平成３０年度末で２３法

人となっており，平成２５年度末の６法人（うち１法人

は特例認定）より１７法人増加しています。認定ＮＰＯ

法人  申請の意向については,「制度に関心はあるが，認

定（特例認定）申請の準備は進めていない」が40.0％で

最も多くなっていますが，前回調査の 48.2%と比較する

と，8.2ポイント低下しています。 

（略） 

■認定（特例認定）ＮＰＯ法人について 

                             

                             

                    認定ＮＰＯ

法人※３申請の意向については,「制度に関心はあるが，認

定（特例認定）申請の準備は進めていない」が 40.0％で

最も多くなっていますが，前回調査の 48.2%と比較する

と，8.2ポイント低下しています。 

（略） 

※県内認定ＮＰＯ

法人の現状につい

て追加 

資料４ 
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３ 

第

２

章 

第

２

節

３ 

P 

15 

・ 

P 

16 

３ 宮城県内のＮＰＯ支援施設の現状と課題 

① 現状 

（略） 

   ＮＰＯ支援施設の利用状況について尋ねたとこ

ろ，県が設置する宮城県民間非営利活動プラザ（以下，

「みやぎＮＰＯプラザ」という。）を利用したことがある

団体が 55.７%，仙台市が設置する仙台市市民活動サポ

ートセンターを利用したことがある団体が 46.0%であ

る一方で，これら２施設以外の施設については，10%以

下となっています。また，みやぎＮＰＯプラザを利用し

たことがないと回答した団体は 38.1％で，その理由をつ

いては，「地理的に遠い」のほか，「提供しているサービス

や支援の内容は知っているが，現在の団体の組織運営や

活動状況からみて，利用する必要性がない」や「どんなサ

ービスや支援を提供しているかわからない」を挙げる割

合が高くなっています。 

３ 宮城県内のＮＰＯ支援施設の現状と課題 

① 現状 

 （略） 

また，ＮＰＯ支援施設の利用状況について尋ねたとこ

ろ，県が設置する宮城県民間非営利活動プラザ（以下，

「みやぎＮＰＯプラザ」という。）を利用したことがある

団体が 55.７%，仙台市が設置する仙台市市民活動サポ

ートセンターを利用したことがある団体が 46.0%であ

る一方で，                    

                      利用し

たことがない団体も多く，       その理由につ

いては，「地理的に遠い」のほか，「提供しているサービス

や支援の内容は知っているが，現在の団体の組織運営や

活動状況からみて，利用する必要性がない」や「どんなサ

ービスや支援を提供しているかわからない」を挙げる割

合が高くなっています。 

※みやぎＮＰＯプ

ラザ，仙台市市民

活動サポートセン

ター以外の施設に

ついての現状を追

加，後段の説明を

補足修正 

４ 

第

２

章 

第

２

節

４ 

P 

17 

（１）みやぎＮＰＯプラザの運営 

① 現状 

県は，県内全域のＮＰＯ活動を総合的に促進するため

の中核機能拠点として，（略） 

 

（１）みやぎＮＰＯプラザの運営 

① 現状 

   県内全域のＮＰＯ活動を総合的に促進するため

の中核機能拠点として，（略） 

 

 

 

 

※【表 2-4-1】み

やぎＮＰＯプラザ

の利用者数の推移

を追加 

【表2-4-1】みやぎＮＰＯプラザの利用者数の推移

〔県直営 H16年度 : 36,089人〕 （単位：人）

年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

利用者数 48,082 56,697 49,635 51,724 53,601 51,490 49,014 46,890 44,139 39,872
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５ 

第

２

章 

第

２

節

４ 

P 

18 

・ 

P 

19 

（３）県税の優遇措置 

① 現状 

（略） 

「地方税法施行令」（昭和２５年政令第２４５号）第７

条の４の収益事業を行わないＮＰＯ法人に対する法人県

民税の均等割を免除するほか，収益事業を行うＮＰＯ法

人についても一定の要件を満たす場合，最初の３箇年を

限度に法人県民税の均等割を免除しています。また，Ｎ

ＰＯ活動の用に供するための不動産や自動車を無償で取

得した場合に，不動産取得税，自動車税環境性能割，軽自

動車税 環境性能割 を免除しています。 

（略） 

 

② 課題 

（略） 

 

（３）県税の優遇措置 

② 課題 

（略） 

「地方税法施行令」（昭和２５年政令第２４５号）第７

条の４の収益事業を行わないＮＰＯ法人に対する法人県

民税の均等割を免除するほか，収益事業を行うＮＰＯ法

人についても一定の要件を満たす場合，最初の３箇年を

限度に法人県民税の均等割を免除しています。また，Ｎ 

ＰＯ活動の用に供するための不動産や自動車を無償で取

得した場合に，不動産取得税，自動車税     ・軽自

動車税（環境性能割）を免除しています。 

（略） 

 

② 課題 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※自動車税環境性

能割の表記を修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※表【2-4-2】県

税の課税免除の実

績を追加 【表2-4-2】県税の課税免除の実績（課税免除額）

（単位：件，千円）

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

法人県民税均等割 379 8,678,600 377 8,039,900 387 8,731,200 391 8,432,000 387 8,534,900

不動産取得税 0 0 0 0 1 726,800 0 0 0 0

自動車取得税※ 5 263,800 0 0 1 28,700 0 0 0 0

自動車税 39 2,754,200 36 2,622,700 36 2,658,100 31 2,502,400 34 2,754,600

合計 423 11,696,600 413 10,662,600 425 12,144,800 422 10,934,400 421 11,289,500

※R1.10.1から自動車取得税が廃止され環境性能割が導入

R1年度H27年度 H28年度 H29年度 H30年度
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６ 

第

２

章 

第

２

節

４ 

P 

19 

（４）県有遊休施設等の有効利用によるＮＰＯの拠点づ

くり事業 

② 課題 

県では，ＮＰＯへの活動の場の提供により，ＮＰＯと

ともに公益的なサービスの提供や地域課題の解決に取り

組んできました。  各施設については，施設の老朽化

による不具合があるものの，それぞれのＮＰＯの活動の

場として有効に利用されており，新たに貸し付けできる

施設の確保が課題となっています。県が所有する施設に

は限りがあるため，新たな県有施設の確保に努めるとと

もに，市町村においてもＮＰＯ活動の拠点づくりについ

て理解と協力を求めながらＮＰＯ活動を支援していく必

要があります。 

（４）県有遊休施設等の有効利用によるＮＰＯの拠点づ

くり事業 

② 課題 

                          

 貸付けを行っている施設の数が少なく，事業の効果が

限定的となっています。各施設については，施設の老朽化

による不具合があるものの，それぞれのＮＰＯの活動の

場として有効に利用されており，新たに貸し付けできる

施設の確保が課題となっています。県が所有する施設に

は限りがあるため，                  

   市町村においてもＮＰＯ活動の拠点づくりに取り

組むことが期待されます。               

        

 

※文章を整理し，

市町村においても

理解と協力を求め

ながら支援してい

くことの必要性を

記載 

 

 

 

７ 

第

２

章 

第

２

節

５ 

P 

25 

５ 市町村の施策の現状と課題 

（略） 

行政とＮＰＯとの協働がこれまで以上に重要となる中

で，市町村においても，地域課題の解決に取り組むＮＰ

Ｏとの相互の理解を深め協働を推進することが必要であ

り，県は，市町村に対し，積極的に市町村がＮＰＯ活動促

進施策を進めるための情報提供をするとともに，市町村

と連携しながら協働を推進していく必要があります。 

５ 市町村の施策の現状と課題 

（略） 

行政とＮＰＯとの協働がこれまで以上に重要となる中

で，市町村においても，地域課題の解決に取り組むＮＰ 

Ｏとの        協働を推進することが必要であ

り，県は，市町村に対し，積極的に市町村がＮＰＯ活動促

進施策を進めるための情報提供をするとともに，市町村

と連携しながら協働を推進していく必要があります。 

 

 

※「相互の理解を

深め」を追加 



5 

 

８ 

第

３

章 

第

１

節

１ 

P 

28 

１ 東日本大震災からの復興支援と今後の災害等への 

対応 

１ 東日本大震災からの復興支援とその他の災害等への 

対応 

※タイトルを変更 

９ 

第

３

章 

第

１

節

４ 

P 

29 

４ ＮＰＯへの理解・協働の促進 

促進条例の制定から２０年以上が経過し，ＮＰＯに対

する期待とその果たす役割は大きくなってきています

が，ＮＰＯへの  社会の理解は必ずしも十分に進んで

いるとは言えない状況にあり，ＮＰＯと市民や行政，企

業等とが相互理解を深めていくための取組が必要です。 

（略） 

４ ＮＰＯへの理解・協働の促進 

                          

                          

  ＮＰＯに対する社会の理解は    十分に進んで

いるとは言えない状況にあり，ＮＰＯと市民や行政，企 

業等とが相互理解を深めていくための取組が必要です。 

（略） 

 

 

 

※文章を整理 

10 

第

３

章 

第

１

節

５ 

P 

29 

５ ＳＤＧｓとの関連づけ 

（略） 

社会の持続可能性を高めるという目標に向けて，   

                          

１７のゴール，１６９のターゲット，２３２の指標を掲

げるＳＤＧｓの達成を目指す上でＮＰＯが大きな役割を

果たす存在であることを再認識するとともに，ＳＤＧｓ

を意識した活動により，ＮＰＯと市民，企業，大学・研究

機関，行政など，多様な主体との協働を促進していく必

要があります。 

５ ＳＤＧｓとの関連づけ 

（略） 

持続可能性への追求は，社会が直面する諸課題を解決

する上で重要な要素であることから，ＳＤＧｓの特徴や

１７のゴール，１６９のターゲット       を，そ

れぞれのＮＰＯ活動の内容に反映していく取組を推進し

ていくとともに，ＮＰＯ活動がＳＤＧｓの達成につなが

っている認識を深め，     市民，企業，大学・研究

機関，行政など，多様な主体との協働を促進していく必 

要があります。 

※文章を整理し，

「２３２の指標」

を文中に追加 
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11 

第

３

章 

第

１

節

６ 

P 

30 

用語解説部分 

※ ６  Ｉ Ｃ Ｔ ･ ･ ･ Information and Communication 

Technology（インフォメーション・アンド・コミュニケーシ

ョン・テクノロジー）の略で情報通信技術のこと。従来から

使われていたＩＴ（information Technology，インフォメー

ション・テクノロジー）に替わって，通信ネットワークによ

って情報が流通することの重要性を意識して使用される言

葉です。インターネットを利用して誰でも手軽に情報を発信

し，相互のやりとりができる双方向のメディアであるソーシ

ャルメディアもこれにあたり，ＩＣＴ活用による人と人との

つながりの創出や，身近な人々とのつながりの補完，地域内

の共助促進などが期待されています。 

 

 

用語解説部分 

※ ６  Ｉ Ｃ Ｔ ･ ･ ･ Information and Communication 

Technology（インフォメーション・アンド・コミュニケーシ

ョン・テクノロジー）の略で情報通信技術のこと。従来から

使われていたＩＴ（information Technology，インフォメー

ション・テクノロジー）に替わって，通信ネットワークによ

って情報が流通することの重要性を意識して使用される言

葉です。 

※用語解説につい

てコミュニケーシ

ョンを強調して後

段を追加 

12 

第

４

章 

第

１

節

２ 

P 

33 

（１）人材の育成等 

① 各地域における研修・講座の開催  

それぞれのＮＰＯの状況に応じ，運営に必要な会計や

税務，事業計画の立案，情報発信，人材育成等のマネジメ

ント能力の強化を図り，事業継続のための研修・講座を

開催します。また，        これからＮＰＯ活

動を始めようとする市民等を対象に人材育成や事業の進

め方     などＮＰＯ活動       に必要な

知識や技術等に関する研修会をみやぎＮＰＯプラザや各

地域において開催します。 

（１）人材の育成等 

① 各地域における研修・講座の開催  

それぞれのＮＰＯの状況に応じ，運営に必要な会計や

税務，事業計画の立案，情報発信，人材育成等のマネジメ

ント能力の強化を図り，事業継続のための支援を実施し

ていきます。また，ＮＰＯのスタッフやこれからＮＰＯ活

動を始めようとする市民等を対象に人材育成や事業の進

め方，会計，組織などＮＰＯ活動のマネジメントに必要な

知識や技術等に関する研修会をみやぎＮＰＯプラザや各

地域において開催します。 

※文章を整理 
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13 

第

４

章 

第

１

節

２ 

P 

34 

（２）財政的支援制度の充実 

⑤ ＮＰＯ活動拠点の確保 

活動拠点を必要としながら地域課題の解決に取り組む

ＮＰＯに対し，引き続き，県が保有する遊休施設の貸付

けを行い，活動の継続を支援します。また，市町村におけ

るＮＰＯ活動拠点の確保を推進するため，    遊休

施設の運用手引書を提供し，説明会を開催するなど，市

町村の取組を支援します。 

 

 

 

（２）財政的支援制度の充実 

⑤ ＮＰＯ活動拠点の確保 

活動拠点を必要としながら地域課題の解決に取り組む

ＮＰＯに対し，引き続き，県が保有する遊休施設の貸付 

けを行い，活動の継続を支援するとともに，       

 ＮＰＯ活動拠点の確保を推進するため，市町村に遊休

施設の運用手引書を提供        するなど，市

町村の取組を支援します。 

※パブリックコメ

ントの意見を踏ま

え「説明会を開催 

する」を追加。 

14 

第

４

章 

第

２

節

１ 

P 

36 

（３）ＮＰＯ主体の運営  

みやぎＮＰＯプラザは，現在，ＮＰＯを指定管理者と

する指定管理者制度により運営されています。その管理

運営と事業の推進については，学識経験者やＮＰＯ関係

者等からなる宮城県民間非営利活動プラザ運営評議会が

設置され，審議が行われていますが，引き続き，みやぎＮ

ＰＯプラザの機能が十分に発揮されるよう，ＮＰＯ及び

その活動に対する支援の在り方について検証・検討を行

います。 

（略） 

 

 

 

（３） ＮＰＯ主体の運営  

みやぎＮＰＯプラザの運営については，現在，指定管理

者により，                     

              学識経験者やＮＰＯ関係

者等からなる宮城県民間非営利活動プラザ運営評議会が

設置され，審議が行われていますが，引き続き，みやぎＮ

ＰＯプラザの機能が十分に発揮されるよう，ＮＰＯ及び

その活動に対する支援の在り方について検証・検討を行

います。 

（略） 

※文章を整理 
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15 

第

４

章 

第

３

節

３ 

P 

40 

３ 協働を進める上で留意すること 

 

３ ＳＤＧｓを意識した活動の促進 

 

※タイトルを変更 

→ＳＤＧｓの内容

は３（１）に移動 

16 

第

４

章 

第

３

節

３ 

P 

40 

（１）ＳＤＧｓを意識した活動の促進 

ＳＤＧｓが採択されてから，企業・行政等によるＳＤ

Ｇｓの目標達成に向けた取組が広がってきています。よ

り良い未来に向かって目的を共有する多様な主体とＮＰ

Ｏがそれぞれの特性を活かし，お互いの立場を尊重しな

がら，連携・協働することにより活動の質が高まり，目標

達成につながることが期待されます。 

（略） 

  ３  ＳＤＧｓを意識した活動の促進 

ＳＤＧｓが採択されてから，企業・行政等によるＳＤ 

Ｇｓの目標達成に向けた取組が広がってきています。  

          目的を共有する多様な主体とＮＰ

Ｏがそれぞれの特性を活かし，お互いの立場を尊重しな

がら，連携・協働することにより活動の質が高まり，目標

達成につながることが期待されます。 

（略） 

※「よりよい未来

に向かって」を追

加 
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（２）復興の取組における協働，防災・新たな災害や感 

染症等に備えた体制構築 

（略） 

  ４  復興の取組における協働，防災・新たな災害や感

染症等に備えた体制構築 

（略） 

※中間案の第４章

第３節４の内容を

（２）に移動 
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40 

（３）地域課題の解決に向けた話し合いの促進 

地域におけるまちづくりや子どもの健全育成など様々

な分野での課題の解決に向けて，多様な主体がそれぞれ

の力や課題を共有しながら，対話と協働を進める仕組み

の構築が求められています。持続可能な地域社会を実現

するため，市町村とともに多様な主体が参画する話し合

いにより地域課題を解決する仕組みが構築されるよう普

及啓発に努めます。 

 

 

※パブリックコメ

ントの意見を踏ま

え新規で追加 
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第４節 基本計画の進行管理と見直し 

 毎年度，県のＮＰＯ活動の促進に関する施策の実施状

況等を，宮城県民間非営利活動促進委員会において報告，

意見聴取し，次年度の施策に反映していきます。 

また，この基本計画改定後，５年を目途として各施策

の検証を行い公表するとともに，ＮＰＯの実態調査等を

実施し，計画の見直しを行います。 

なお，この基本計画に基づく事業については，社会経

済情勢の変化等に応じて適宜見直しを行いながら，ＮＰ

Ｏ活動に対する施策を円滑かつ効果的に実施していきま

す。 

第４節 基本計画の     見直し 

                          

                          

                              

   この基本計画改定後，５年を目途として各施策

の検証を行い公表するとともに，ＮＰＯの実態調査等を

実施し，計画の見直しを行います。 

なお，この基本計画に基づく事業については，社会経 

済情勢の変化等に応じて適宜見直しを行いながら，ＮＰ

Ｏ活動に対する施策を円滑かつ効果的に実施していきま

す。 

※進行管理につい

て追加 

 


